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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業収益や雇用情勢の改善などを背景に、景気は緩やかな

回復基調が続いております。一方で、個人消費においては、所得改善の動きはあるものの、円安による物価上昇な

どにより、実質所得の改善にまでは至らず、海外景気の下振れ懸念などもあり、先行き不透明な状況で推移してお

ります。

当教育サービス業界におきましては、学齢人口の減少が続き、業務提携やＭ＆Ａなどによる業界再編も進んでお

ります。また、2020年の国による教育内容・教育制度の大幅な見直しを見据え、ＩＣＴの導入やグローバル化が進

み、異業種からの参入も相次ぐなど、教育サービスの市場は急速に変化しております。

このような状況のもと、民間総合教育サービス企業を目指す当社グループは、「４つのボーダーレス」を成長戦

略に掲げ、変化し続ける市場のニーズに応えられる事業展開を目指しております。具体的には、①垂直（顧客層の

ボーダーレス：幼児からシニアまで生涯にわたって提供する教育サービス）、②水平（事業領域のボーダーレス：

「学び」を広くとらえた多様な学習支援サービス）、③グローバル（事業エリアのボーダーレス：海外における教

育サービスの展開）、④公教育（教育における官民のボーダーレス：民間教育ノウハウの提供による公教育支援）

の４つのボーダーを超える事業展開を進めております。展開にあたっては、学習塾・語学教室で培ってきたリソー

スの活用やアライアンス・Ｍ＆Ａによる外部ノウハウの利用を、効率性と投資効果を考慮しつつ進めております。 

当第１四半期連結累計期間における連結業績は、売上高は9,138百万円（前年同期比2.6％増）、営業損失は178

百万円（前年同期71百万円の営業損失）、経常損失は226百万円（前年同期72百万円の経常損失）、親会社株主に

帰属する四半期純損失は270百万円（前年同期151百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

セグメント別の業績は次のとおりであります。 

 

〔教育事業〕 

教育事業におきましては、４つのボーダーレスに沿って、顧客が多種多様なサービスを柔軟に組み合わせられ

るようサービスのラインアップを拡充するとともに、教室を効率的に活用することを目的として、学習塾や語学

教室、幼児教室など複数のサービスの同一拠点への集約、出店を進めております。 

学習塾部門（学習塾「栄光ゼミナール」等）では、マーケットの状況を踏まえて２校を新設する一方で、各サ

ービス間の連携の強化等を目的として５校を統廃合したことにより、教室数は430校、期中平均生徒数は66,298

名（前年同期比3.3％増）となりました。

語学教育部門（語学教室「シェーン英会話」等）では、２校を統廃合し、新たに５校を開設したことから、教

室数は197校（フランチャイズ教室55校を含む）となりました。期中平均生徒数は21,832名（同5.0％増）と順調

に生徒数が伸長し、部門損益は増収増益となりました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の教育事業の業績は、売上高は7,158百万円（同0.5％増）となる一

方で、昨年６月に事業承継した幼児教育部門においてコストが先行したことなどから、セグメント利益は177百

万円（同39.8％減）となりました。

 

〔教育ソリューション事業〕 

教育ソリューション事業（学校、学習塾等の教育機関に対する総合支援事業）におきましては、学習塾用教

材・テスト販売において、昨年の消費税増税に伴う駆け込み需要の反動がなくなり主力商品の売上げが順調に推

移したことや、学習サポート関連の事業が引き続き好調だったことなどから、売上高は1,600百万円（前年同期

比15.1％増）、セグメント利益は170百万円（同41.0％増）の増収増益となりました。

 

〔その他の事業〕 

その他の事業におきましては、印刷部門等が、教育事業及び教育ソリューション事業と連携して事業展開を図

っております。

当第１四半期連結累計期間のその他の事業の業績は、売上高は379百万円（前年同期比3.7％減）、セグメント

利益は10百万円（同49.7％減）となりました。

 

≪当社グループの第１四半期業績の特性≫ 

 当社グループの中核事業である教育事業の学習塾部門の売上高は、夏期・冬期・春期の各講習が開催される第

２・第４四半期連結会計期間に大きくなります。第１四半期連結会計期間の売上高は他の四半期に比べ小さいた

め、事業を行ううえで恒常的に発生する固定費により営業利益が圧迫される傾向があります。
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（２）財政状態に関する説明

（資産の分析）

資産の額は、前連結会計年度末に比べ3,599百万円減少し、24,987百万円（前期末比12.6％減）となりまし

た。これは主に、季節的要因による売上債権の減少等によるものであります。

（負債の分析）

負債の額は、前連結会計年度末に比べ2,790百万円減少し、9,032百万円（同23.6％減）となりました。これは

主に、仕入債務の支払い及び借入金の返済等によるものであります。

（純資産の分析）

純資産の額は、前連結会計年度末に比べ809百万円減少し、15,955百万円（同4.8％減）となりました。これは

主に、親会社株主に帰属する四半期純損失の発生や、配当による利益剰余金の減少等によるものであります。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当第１四半期連結累計期間における業績は概ね計画どおりに推移しており、前回発表（平成27年５月13日付）の

業績予想に変更はありません。

なお、業績予想につきましては、当社が現時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、さまざまな不確

定要素や今後の内外情勢の変化等により、実際の業績とは異なる場合があります。

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

会計方針の変更

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業

分離等会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に

対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年

度の費用として計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企

業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連

結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変

更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるた

め、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替

えを行っております。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

 なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
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（４）追加情報

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

 当社は、平成27年２月６日開催の取締役会において、従業員の福利厚生の充実を目的とした「従業員持株Ｅ

ＳＯＰ信託」（以下「本制度」といいます。）の再導入を決議いたしました。 

 当社は平成22年２月より本制度を導入しておりましたが、平成27年３月の終了に伴い、導入中の実績等を総

合的に勘案し、本制度を再導入することといたしました。 

 

①取引の概要 

 当社は、従業員への福利厚生の拡充及び企業経営への参画意識を高めること等により、当社の企業価値の向

上を目的として本制度を平成27年３月に導入しております。 

 本制度は、栄光従業員持株会（以下「持株会」といいます。）の専用信託を設定し、金融機関より融資を受

け、信託設定後５年にわたり持株会が取得すると見込まれる相当数の当社株式を、取引所市場からあらかじめ

定める取得期間中に取得し、毎月持株会に対して当該株式を売却いたします。 

 信託終了時に、信託残余財産がある場合、持株会会員に金銭で分配されますが、当社株式を取得するために

行った借入金が残っている場合、保証契約に基づき当社が弁済いたします。 

 

②信託に残存する自社の株式 

 信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度495,933千円、424,900

株、当第１四半期連結会計期間783,780千円、636,000株であります。また、信託における借入金残高は前連結

会計年度800,000千円、当第１四半期連結会計期間800,000千円であります。 
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,225,131 3,666,601 

受取手形及び売掛金 3,334,458 1,468,268 

有価証券 60,391 60,391 

商品及び製品 1,162,187 1,149,790 

仕掛品 145,480 153,785 

原材料及び貯蔵品 85,179 88,640 

その他 2,069,213 1,790,500 

貸倒引当金 △4,333 △1,358 

流動資産合計 12,077,708 8,376,620 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 4,220,772 4,303,011 

土地 2,970,943 2,970,943 

その他（純額） 388,449 376,949 

有形固定資産合計 7,580,165 7,650,904 

無形固定資産    

のれん 927,558 877,983 

その他 1,195,143 1,132,834 

無形固定資産合計 2,122,701 2,010,817 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,463,005 2,676,354 

敷金及び保証金 3,077,508 3,060,212 

その他（純額） 1,361,855 1,305,752 

貸倒引当金 △95,755 △93,084 

投資その他の資産合計 6,806,615 6,949,234 

固定資産合計 16,509,482 16,610,957 

資産合計 28,587,191 24,987,577 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,332,333 739,678 

短期借入金 1,135,024 535,024 

未払費用 2,278,109 2,495,924 

未払法人税等 872,466 112,564 

返品調整引当金 19,033 8,806 

賞与引当金 22,800 11,431 

その他 2,747,265 1,898,390 

流動負債合計 8,407,031 5,801,820 

固定負債    

長期借入金 1,115,636 1,021,880 

退職給付に係る負債 2,004,996 2,028,769 

その他 295,058 179,955 

固定負債合計 3,415,691 3,230,604 

負債合計 11,822,723 9,032,425 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,265,711 2,265,711 

資本剰余金 3,143,256 3,143,256 

利益剰余金 10,705,275 10,150,941 

自己株式 △496,388 △784,713 

株主資本合計 15,617,855 14,775,195 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △13,527 25,800 

為替換算調整勘定 11,338 15,090 

その他の包括利益累計額合計 △2,189 40,890 

非支配株主持分 1,148,802 1,139,065 

純資産合計 16,764,468 15,955,151 

負債純資産合計 28,587,191 24,987,577 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

売上高 8,909,921 9,138,835 

売上原価 6,415,887 6,729,701 

売上総利益 2,494,033 2,409,134 

販売費及び一般管理費 2,565,932 2,587,487 

営業損失（△） △71,898 △178,353 

営業外収益    

受取利息 1,938 3,328 

受取配当金 16,097 17,534 

受取賃貸料 84,204 90,794 

その他 17,896 21,191 

営業外収益合計 120,136 132,848 

営業外費用    

支払利息 2,299 1,632 

賃貸費用 85,654 82,853 

支払手数料 32,296 92,279 

その他 182 4,156 

営業外費用合計 120,433 180,920 

経常損失（△） △72,195 △226,425 

特別利益    

固定資産売却益 1,485 - 

特別利益合計 1,485 - 

特別損失    

固定資産除却損 386 883 

減損損失 40,519 2,724 

その他 1,329 34 

特別損失合計 42,236 3,643 

税金等調整前四半期純損失（△） △112,946 △230,068 

法人税、住民税及び事業税 58,760 95,886 

法人税等調整額 △52,587 △88,516 

法人税等合計 6,172 7,369 

四半期純損失（△） △119,119 △237,438 

非支配株主に帰属する四半期純利益 32,480 32,566 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △151,599 △270,005 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

四半期純損失（△） △119,119 △237,438 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △2,918 39,435 

為替換算調整勘定 425 3,752 

その他の包括利益合計 △2,492 43,187 

四半期包括利益 △121,612 △194,250 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △154,532 △226,924 

非支配株主に係る四半期包括利益 32,920 32,673 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
  教育事業 

教育ソリュー 
ション事業 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 7,125,665 1,389,926 8,515,591 394,329 8,909,921 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

3,813 355,478 359,291 376,470 735,762 

計 7,129,478 1,745,404 8,874,883 770,800 9,645,684 

セグメント利益 295,138 121,022 416,161 21,840 438,001 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、印刷事業等であります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 416,161 

「その他」の区分の利益 21,840 

セグメント間取引消去 10,502 

全社費用（注） △520,402 

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △71,898 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
  教育事業 

教育ソリュー 
ション事業 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 7,158,699 1,600,332 8,759,032 379,803 9,138,835 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

8,754 359,382 368,137 417,165 785,302 

計 7,167,454 1,959,714 9,127,169 796,968 9,924,138 

セグメント利益 177,654 170,693 348,347 10,976 359,323 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、印刷事業等であります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 348,347 

「その他」の区分の利益 10,976 

セグメント間取引消去 △2,775 

全社費用（注） △534,901 

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △178,353 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

- 10 -

栄光ホールディングス㈱(6053)　平成28年３月期　第１四半期決算短信　　　　



（重要な後発事象）

１．自己株式の公開買付けに係る決済について 

 当社が、平成27年５月19日開催の取締役会で決議し、会社法（平成17年法律第86号。その後の改正を含みま

す。以下「会社法」といいます。）第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条第１項及び当

社定款の規定に基づき、平成27年５月20日から平成27年６月16日まで実施しておりました自己株式の公開買付け

（以下「本自己株公開買付け」といいます。）について、平成27年７月10日に決済しております。 

 

（１）取得株式の種類     普通株式 

（２）取得株式の総数     6,623,356株 

（３）取得価額の総額     9,603,866,200円 

（注）上記金額には公開買付代理人に支払う手数料その他諸経費は含まれておりません。 

（４）株式取得の原資     銀行借入れによる 

（注）本自己株公開買付けの決済のため、平成27年７月９日付で取引銀行から9,750,000,000円の借入れを

行っております。なお、当該借入契約の概要については、第４期（平成26年４月１日から平成27年

３月31日）有価証券報告書「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事

項 （重要な後発事象） (5) その他 ②」に記載しております。 

 

 本自己株公開買付けにおきまして、当社の主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社である有限会社進学

会ホールディングスは、同社が保有する全ての当社の普通株式を応募し、当社がその応募株式の全てを取得した

ことから、本自己株公開買付けの決済の開始日である平成27年７月10日付で、当社の主要株主である筆頭株主及

びその他の関係会社に該当しないこととなりました。 

 

２．株式会社ＺＥホールディングスによる当社普通株式に対する公開買付けの結果について 

 株式会社ＺＥホールディングス（以下「公開買付者」といいます。）が平成27年６月19日より実施しておりま

した当社普通株式に対する公開買付け（以下「本他社株公開買付け」といいます。）が、平成27年７月31日をも

って終了いたしました。当該結果につきまして、公開買付者より以下のとおり報告を受けております。 

 

（１）応募株式の総数 

8,234,374株 

（２）買付け株式の総数 

8,234,374株 

（３）買付け等後における公開買付者の所有株券等に係る議決権の数 

82,344個 

（４）買付け等後における公開買付者及び特別関係者の株券等所有割合 

96.18％ 

 

 本他社株公開買付けにより、本他社株公開買付けの決済の開始日である平成27年８月７日付で、公開買付者が

新たに当社の親会社に該当することとなり、また、公開買付者及び公開買付者の完全親会社である株式会社増進

会出版社（以下「増進会出版社」といいます。）の議決権の保有割合の合計が過半数となったため、増進会出版

社も新たに当社の親会社に該当することとなりました。 

 また、本他社株公開買付けによる公開買付者及び増進会出版社の当社普通株式の所有株式数の合計が、当社の

発行済普通株式の全て（当社が保有する自己株式及び増進会出版社が保有する当社株式を除きます。）に達しな

かったことから、公開買付者及び増進会出版社は、第４期（平成26年４月１日から平成27年３月31日）有価証券

報告書「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項 （重要な後発事象） (3) 公

開買付者による当社普通株式に対する公開買付けに関する意見表明について ④本件両公開買付け後の組織再編

等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載の一連の手続きに従って、当社の発行済株式の全てを取

得することを予定しております。 

 その結果、当社普通株式は東京証券取引所の上場廃止基準に従い、所定の手続きを経て上場廃止となる予定で

す。 
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